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グローバル企業は、本当の意
味でWin-Winのシナリオであ
る、価値を付加しながら効果・
効率がより高い内部統制を実
現するための大胆で前向きな
内 部 統 制 の 未 来（FoC：
Future of Controls）に向け
たビジョンを持つ必要がありま
す。デロイトの業界および地域
リーダーからヒントを得て、現
在および未来の内部統制はど
のような取り組みが可能か、ま
たどうあるべきかを検討し直す
機会を提供するようなFoCの
戦略的ビジョンとロードマップ

を策定しました。これらの知見
は、企業のFoCビジョン実現に
資する主要手段を当社が特定
するのに役に立った業界トレン
ドから得ています。

こうした手段を理解し、採用す
ることは、プロセスにとって有
益なだけでなく、企業がトップ
レベルの考え方や主要プラク
ティス、望まれるソリューション
を通じてFoCジャーニーに対す
る体系的なアプローチを構築
する際の力にもなり得ます。

これを企業が戦術的な分野に
適用するのは簡単ではないか
もしれません。しかし、少しの
知識が最初のハードルを越える
のに大いに役立つ可能性があ
ります。本レポートは次のステッ
プに進み、次世代の内部統制
に進化するために必要な大胆
な行動をサポートする最先端の
プラクティスやガイダンスを提
供していきます。

内部統制の未来へ
のジャーニーが今
始まる
ビジネスはリスクなしでは何も始まりません。問
題は、リスクは常に変化し、内部統制の対象も変
わり続けていることです。従って、リスクへの対応
は一度きりで終わるものではありません。実際に、
企業が価値を高めようとする際、組織の安全を確
保するためには常に警戒を保つことが必要です。
今の統制環境は柔軟性がなく、事後対応型で、非
効率的であり、企業がビジネスを行うアジャイル
な事業環境に対応する力を備えていません。完全
無欠な準備態勢を整えることは必ずしも可能では
ありませんが、何もしない状態で放置することが
許容されないことは確かです。

内部統制の未来  | エグゼクティブサマリー
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3つの主要手段

内部統制のフレークワークを再構
築する―データドリブン型アプロー
チを採用し、リスクアライメント、お
よびリスクと内部統制の真の統合
を確実に行うことで、最終的に価値
創造につなげます

次世代の内部統制の運用モデルを
設計する―テクノロジー、ケーパビ
リティ、文書化および、インセンティ
ブを活用し、第一線にオーナーシッ
プ（当事者意識）とアカウンタビリ
ティ（説明責任）を植え付けながら、
第二線と統合します

内部統制のテクノロジーエコシス
テムを構築する―次世代テクノロ
ジー（例：自動化や人工知能 [AI]）
を配備し、内部統制からの予見やイ
ンサイトを高め、既存の事後的アプ
ローチから脱却します
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内部統制の 
未来を左右する
課題とトレンド

企業の事業活動はかつてないほどの未知の世界に直面しています。課
題を理解し、トレンドを活用することが、企業がこうした先行き不透明な
時代を乗り越え、 成長や成功の機会に変えるのをサポートしてくれるで
しょう。

内部統制の未来  | 課題とトレンド 
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進化するリスク・ランドスケープ
内部統制の未来を左右する要因は何か

急速に変貌し続けるこの世界では、ダイナミックなリスク環境を認識して取り組むことが重要です。この変化するリスク・ランドス
ケープに対して十分な検討を行わず、サイロ化された手作業によるアプローチで取り組もうとすると失敗に終わってしまいます。
内部統制は、資金と労力をつぎ込んだからといって、必ずしも効果的で最適というわけではありません。今こそ、企業や内部統制
の未来へのジャーニーを左右する、進化するリスク・ランドスケープを認識する時です。以下に示すとおり、リスクは単独で対処
することができず、多くの場合相互に関係しているため、リスクを軽減するには協調的なアプローチが必要になります。

内部統制の未来  | 課題とトレンド 
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気候
企業は気候関連規制上のコンプライアン
ス違反に関連する多くのリスクに直面し
ています。新たなコミットメント（例：パ
リ協定）と、気候変動に改めて消費者の
注目が集まっていることが相まって、企業
にとってこのトピックは避けられない問題
になりました。持続的に経営していくため
に企業は、コンプライアンスとリスクの高
いコストのバランスを取りながらリスクを
管理しなければなりません。

競争
企業はどこでもビジネスを行うことが可
能で、そのため高い競争リスクに晒され
ています。企業が競争優位を維持し常に
最新であり続けるためにはイノベーショ
ンが必要です。内部統制（例：知的所有
権の保護や、新市場に参入する際のサイ
バーハイジーンの維持）はその取り組み
で企業を助けるカギになります。

データ
テクノロジーの成熟度が上がり、新たな
業務データの収集が増えるにつれ、企業
は潜在的なサイバー攻撃に晒されます。
そういった攻撃は、実質的な業務中断や
データ侵害に対する規制上の罰金により、
深刻で高額なコストを伴う長期的な結果
を引き起こす可能性があります。

テクノロジー
デジタルトランスフォーメーションは素晴
らしい機会をもたらしますが、同時に、サ
イバーセキュリティや革新的な市場参入
企業との競争激化、既存テクノロジーの
老朽化の可能性といった重大で予期しな
い新しいリスクももたらします。また、最
新テクノロジー（例：自動化やAI）を採
用しようとする際、サプライチェーンにお
ける供給不足のリスク（例：業界に影響
を及ぼす半導体チップの入手困難や、サ
プライヤーのサービス提供能力）を抱え
ることになります。また、開発のスピード
が内部統制のスピードに追いつかないこ
とも考えられます。

地政学
不安定な情勢（例：テロリズムや戦争）は
多大なる業務上の混乱を招く恐れがありま
す。企業自体はそうした地域で事業を行って
いないとしても、相互に繋がっているグロー
バルサプライチェーンと、サプライチェーン、
人的資源、優秀な人材の確保、市場へのア
クセスにより効果的に国際ビジネスを行う
能力は、すべての企業に影響を及ぼす可能
性があります。また、インターネットの特質
である相互接続性がすべての企業へのリス
クを高めているため、世界中の有害因子か
ら今すぐに自社を防御する必要があります。

規制
絶えず変わる世界の法規制のランドスケー
プが複雑な経営環境を生み出しています。
規制の対象は社会面・経済面におけるサス
テナビリティにも拡大しつつあり、それがコ
ンプライアンスのコストを上げています。企
業はまた、訴訟や罰金を回避するためにさ
まざまな市場において抵触する可能性のあ
る法規制も理解しておく必要があります。同
時に、規制の強化に起因する新たな課題に
取り組む上で、独自の特権を持つ新たなサ
イロ（他と連携せず切り離された状態）が
生じないよう留意しなければなりません。

サプライチェーン
複雑なグローバルサプライチェーンを使用
することで、新たなサプライチェーンリスク
が高まっています。新型コロナウイルス感
染症のパンデミックは、事業が連続的につ
ながっているサプライチェーン（例：医薬品）
に対して破壊的な影響を及ぼしたことが明
らかになりました。複雑なサプライチェーン
リスクを管理し、起こりうる破壊的影響に
備えるためには、アジャイルで、堅牢で、最
適化された内部統制フレームワークが必要
です。

COVID-19
パンデミックによる世界経済の混乱が続き、
未来が予測不可能になっています。恩恵を
受けている業界もあるものの、大半はサプ
ライチェーンや業務の混乱、資金調達に関
連して高まるリスクに直面しています。ハイ
ブリッド型やリモート型の勤務環境に関する
リスクが今後も増加し、エコシステムを監視
する新たな方法が必要になるでしょう。
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デロイトリーダーより

「自社の統制環境その
ものや、いかに将来に
わたって有効な内部統
制を整備するかに関す
る考え方にパラダイムシ
フトが起きています」

HUGO SHARP（英国）

「テクノロジーの進歩が、まったく
新しい種類の内部統制の出現を
促しています」

STUART RUBIN（米国）

「継続的な監視を通じた
司令部的な内部統制の考
え方が見られます」

ADAM BERMAN（米国）

「統制環境は企業にとって資産や 
差別化要因になりつつあります」

CAMILA BORETTI（ブラジル）

「コストが回避できない時代では、企
業は内部統制への支出を出し惜しん
だり、逆に機能しない内部統制に過剰
に費やしたりすることができません。必
要なのはバランスです」

J H CALDWELL（金融）

「私たちのステークホルダー
や社会のおかげで、内部統
制の未来を受け入れる環境
の準備が整っています」

RENE WASLO（資源・エネル
ギー・生産財）

内部統制の未来  | 課題とトレンド 
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「内部統制の未来はテクノロジー対
応型の統制環境であり、それが企業
の価値を高めます」

REBECCA JIANG（中国）

「内部統制の未来とは、内部
統制とビジネス戦略の統合
を意味します」

FRANCESCA TAGLIAPIETRA
（イタリア）

「内部統制の自動化なくし
て、デジタル自動化は不
可能です」

RICARDO MARTINEZ  
MARTINEZ（コンシューマー） 「政府は自らのミッションを念頭に

内部統制を導入中です」

KRISTIN WULFF（パブリックセクター）

「内部統制の未来とは、ビジネス成果
の実現に向けて、内部統制に関するや
り取りを変えていくことです」

BENOY SHANKAR（オーストラリア）

「継続的な統制監視を組み込むこ
とが、内部統制のオーナーシップ
文化を変える上で重要な役割を果
たしてきました」

SISA NTLANGO（南アフリカ）

「内部統制の未来は企業
ガバナンスの中核です」

HAJIME SATO（日本）
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内部統制を左右し、 
再構築する主要トレンド
「資産としてのデータ」「消費者の時代」「デジタルトランスフォーメーション」「責任あ
るビジネス」「リスクベースの規制」といった様々な主要トレンドが内部統制の進展に
影響を与えています。個別の視点では、トレンドのひとつひとつが内部統制の未来に続
く道に立つ重要な道しるべですが、さらに重要なのは、全体的な視点で見ると、これら
のトレンドは企業が将来の内部統制の目的地に辿り着くための助けになるということ
です。

内部統制の未来  | 課題とトレンド 
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資産としてのデータ
データ維持・入手のコストが安くなったことで、企業
が保有するデータの量が増えています。しかし、デー
タの統制が不十分な場合、そのアウトプットを信頼
することはできません。「資産としてのデータ」という
考え方に変わることで、データの信頼性、品質およ
び安定性を高め、またデータに付加価値をつけるこ
とができ、十分な情報に基づいたビジネスの意思決
定を可能にします。そのメリットは明らかで、問題が
起こる前にデータがリスクを予測して内部統制を実
施することで、潜在的なコンプライアンス違反による
コストを削減します。一方で、更新頻度、種類、量に
焦点を当てたビッグデータにより、企業は自社の内
部統制をリアルタイムで監視することが可能です。
さらに内部統制は、品質データによって効率的な
ワークフローのルート決定などのビジネスインサイト
の活用を促進することができます。そのため、データ
管理ができない企業は競合他社に後れを取るリスク
があります。

消費者の時代
これまで顧客は最も手に入りやすいものを選び、
自分たちのニーズに対する限られた選択肢と供
給を受け入れてきました。
今後消費者は企業に対して、AI等のテクノロ
ジーを駆使して消費者ニーズを予測し、新たな
レベルの利便性を創造することをますます期待
するでしょう。今の時代は消費者に選択権がある
ので、もし彼らのニーズが満たされなければ、他
の場所で買い物をすると企業は考えなければな
りません。
企業は内部統制を、消費者ジャーニーを向上す
る差別化要因として見るべきです。消費者は現
在、より高い水準や品質、そして社会意識を重視
することを求めています。結局のところ、企業の
行動や事業運営の方法を左右しているのは消費
者なのです。

「自社のデータを管理
できなければ他社に後
れを取るでしょう。企業
はデータを資産に変え、
収益化し、投資利益を
得る必要があります」

「新しい �規制当局� は
消費者です…消費者は
第五の防衛線であり、企
業に対してより包括的な
リスク管理を求めていま
す…」
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責任あるビジネス
今日、責任あるビジネスとして行動するというコミッ
トメントを検証する方法は多くはありませんが、サ
ステナビリティは多くの競合他社と差別化するため
の競争力の一つとして考えられています。しかし、
真の責任あるビジネスとして、サステナビリティは
単なる期待にとどまりません。この重要課題に向き
合わない企業は存続していけないでしょう。近い将
来、環境・社会・ガバナンス（ESG）の各要素の
報告を求められ、規制・開示に関する要件で管理
されるようになるでしょう。企業は優先事項を従来
の財務リスクから、内部統制サステナビリティへの
コミットメントを立証する新たな環境に移し、それ
に注力する必要があります。

デジタルトランスフォーメーション
顧客体験を向上させ、市場シェアを獲得するため
に、企業は急速に新興テクノロジーを取り入れてい
ますが、内部統制の取り組みでも同じスピード感を
持ってテクノロジーを採用している企業は見当たり
ません。大半の作業が人の手によって行われている
という性質から、また、レガシーシステムから得ら
れるレポートの有効性が限定的であることも一つ
の要因となり、企業ではいまだに多額の投資が行
われていますが、現時点ではまだ投資効果が得ら
れていません。企業は今後、リスク・業務・内部統
制においてより高い効率、効果、そして影響力を実
現するイネーブラー（成功要因）としてテクノロジー
を活用していく必要があります。トランスフォーメー
ションの取り組みの過程で、企業は単一の目的の
ための内部統制にとどまらないデジタル資産を最
初から実装し、防衛線全体でその適用や有効性を
最大化することができます。将来は、統制環境の監
視方法を改善し、コンプライアンスに違反している
分野に注力していくため、AIで強化されたテクノロ
ジーを土台とする内部統制を実行することができる
ようになり、そして「事後から予知」への移行が実
現することでしょう。

「経営者は問題が発
生した後に報告され
ることに辟易していま
す。内部統制の未来
は、問題が起こる前
に特定し、事後型か
ら予知型への移行を
実現します」

「企業に正しい行動を
期待する傾向が強まっ
ており、内部統制はこ
れを明確に示す理想的
な方法になり得ます」

内部統制の未来  | 課題とトレンド 
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リスクベースの規制
規制当局は規制に対してリスクベース・アプ
ローチに移行しつつあります。もし、強固な統
制環境に支えられたリスク評価および優先順
位付けのしっかりとしたアプローチでコンプラ
イアンス管理が行われていることを実証するこ
とができれば、これは企業にとってコンプライア
ンスのコストを下げる機会になります。データ
により、リアルタイムでの規制監視の徹底が可
能になり、テクノロジーにより、問題が起こる前
でさえもコンプライアンス違反を検知する潜在
的指標を予測することが可能です。成熟した企
業にとって一貫したコンプライアンス遵守は、
偶発的に起きたコンプライアンス違反に対処す
るより低コストで済みます。

「規制当局は、堅牢
な内部統制フレーム
ワークが規制上のコ
ンプライアンスにお
けるあらゆる要素の
土台になると期待し
て、内部統制への依
存度が高まるという
明確な見解を示して
います」
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大胆で前向きな
ビジョンを 
構築する
基本を正しく理解することさえ苦労し
ている企業にとって、内部統制は難し
い課題かもしれません。一方で、より
効率的で効果的な内部統制を構築し、
企業としての価値の創出に向けて大き
く前進している企業もあります。そこに
は創造性とイノベーションの明確なト
レンドや個別の事例があり、大胆で前
向きな内部統制の未来を想い描く際の
ヒントになります。

パンデミック禍でリスクや内部統制の
分野が果たした役割は、大胆な未来に
向けた自信を私たちに与えてくれます。
堅牢なリスクおよび統制環境が、より
アジャイルでレジリエントな企業体質
を促し、デジタルトランスフォーメーショ
ンの加速をサポートしてきました。それ

が今度は、内部統制の運用・監視に
おいて自動化をより有効に活用するた
めの手助けとなります。

今こそ、内部統制の未来に向け、無数
の課題を管理し、こうした前向きなトレ
ンドを足場とする明確なビジョンを構
築する時です。より広範なビジネス戦
略と足並みをそろえ、基盤を成すビジ
ネスの目的と目標にリンクする明確な
ビジョンは、企業が堅牢な統制環境を
組み込み、この不安定で複雑なビジネ
ス環境で成功するための力になります。

内部統制の未来  | 内部統制の未来へのビジョン 
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3つの防衛線に、リスクドリブンで、
テクノロジー駆動型の統制環境を
組み込む

• リスクベースの内部統制フレームワークを
構築する

• 最大限にテクノロジーを活用する
• 内部統制フレームワークを組み込む
• 統合スマートレポーティング・フレームワー
クを構築する

• 前向きな内部統制文化を導入する

図「ビジョンを構築する」は、デロイトリーダーと実践者と相談しながら長い期間をかけてデロ
イトが開発した当社のFoCミッションのビジョン、ミッション、目標、イネーブラーを詳しく説明し
たものです。

持続可能でレジリエントな未来に向かって信頼と誠
実さをもって自社の目的を実現するのをサポートす
る前向きな考え方と価値を創造する

ビジョンを構築する

• テクノロジー
• データ
• 文化
• ケーパビリティ

ミッ
ショ
ン

目
標

ビ
ジ
ョ
ン

イ
ネ
ー
ブ
ラ
ー

内部統制の未来  | 内部統制の未来へのビジョン 
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内部統制は前向きな考え方を生み出し、企業の成功の支えとなる自信を育みます。
また、内部統制は、企業が打ち立てたミッションの実現に向けて組織を導き、企業、
従業員、そして社会にとっての価値を創造します。重要なのは、互いに繋がってい
る3つの防衛線を通じて、リスクドリブンで、テクノロジー駆動型の統制環境を組み

込むことです。

内部統制の未来へのビジョンを決めるステップに移る際に企業が検討すべき5つ
の主要目標があります。それは、データドリブン型でリスクベースの内部統制フレー
ムワークの構築、内部統制の運用・監視における最大限のテクノロジー活用、第
一線の日常業務への内部統制フレームワークの組み込み、統合スマートレポーティ
ング・フレームワークの構築、そして企業を目標達成へと導く前向きな内部統制文

化の導入です。

内部統制の未来へのジャーニーでは取り組むべき作業があり、それらはテクノロ
ジー、データ、文化、およびケーパビリティによって実現されます。明確な計画があっ
ても、やるべきことはまだまだあります。企業が内部統制の未来へのジャーニーを
進める中で、最先端プラクティスの事例や業界の主要トレンドを見直し、しっかりと
検討していくことが重要です。こうすることで、大胆なビジョンや適切なツールと考
え方があれば内部統制の未来におけるランドスケープを再考することができるとい

う自信を持って前に進むことができます。
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内部統制の未来を
再考する

内部統制フレーム
ワークを再構築する

次世代の内部統制の
運用モデルを設計する

内部統制のテクノロジー
エコシステムを構築する

手段 1 手段2

手段3

内部統制ジャーニーの推進やFoCビジョンの実現をサポートする3つの手段が
あります。これらの手段は相互に関連し合っており、前のページで概説した目標
に基づき構成されています。ここでは、これらの手段をより深く掘り下げ、FoCビ
ジョンの実現に役立つトレンドや成功しているビジネスを実際に行っているグ
ローバル企業の事例を紹介します。

内部統制の未来

内部統制の未来  | ランドスケープの再考 
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「データフロー」ベースの内部統制フ
レームワーク
米SOX法404条の導入以降、堅牢な
内部統制フレームワークの設計に多大
な労力が注がれてきました。最近では、
企業はそれをどう最適化・合理化する
かに注力しています。しかしながら、こ
うした取り組みは多くの場合、プロセ
スを決める少数の主要人物から影響を
受けた仮定を基に行われています。そ
うすると内部統制は、最大のリスクと
なることが多い例外ケースやプロセス
逸脱を考慮した現実的視点を欠く、楽
観的な道筋になってしまいます。

データへのアクセスが向上している中、
企業は、勘や偏見、仮定に影響されな
いデータに基づく視点を養っていかな
ければなりません。この新しい視点か
らは、End to endのトランザクション
の母集団全体、関連する例外ケース、
変更、回避策に基づいた真のインサイ
トを得ることができます。これは、リス
クの特定に役に立つだけでなく、実際
のトランザクションに基づきリスクに優
先順位を付けることも可能でしょう。さ
らには、新たなリスクを予測するAIや
その他の分析ツールを使い、現状から
未来を予想することができます。

このフレームワークに基づいた堅牢な
監視システムから、意思決定に役立つ、
企業のパフォーマンスに関する有意義
なインサイトを得ることができます。そ
してそれが成長アジェンダをサポート
し、変化のスピードについていこうとす
る組織を支援します。

リスクと機会の統合
多くの企業は内部統制がもたらす価値
に気づいていません。内部統制フレー
ムワークはリスクを軽減するものでなく
てはなりませんが、内部統制はビジネ
スパフォーマンスも向上させるものです。
組織のリスクと機会、および時間が経
つにつれそれらがどう変化する可能性
があるか、そして全体の成長戦略との
整合性を理解することは、こうした変
化に対応するために最適化された一
連の内部統制を構築するのに役立つで
しょう。

リスクと機会をプロセスに統合するこ
とにより、内部統制設計の際に企業が
リスクアペタイトを理解・評価するの
が容易になります。どのプロセス要素
が不可欠なのか、そしてそれに対して、
機会に基づきどこでリスクを受け入れ
られるのかを決めることで、最適な内

部統制フレームワークを設計しやすく
なります。

手動、デジタル化、AIによる内部統制
の正しい組み合わせがダイナミックな
リスク管理の構築を助けます。また、
データドリブン型の内部統制は迅速な
意思決定を可能にし、そこから従来の

内部統制のフレームワークを
再構築する

手
段

1

ビジネスの複雑化と規制要件の増加に伴い企業は変化するリスク環境に直面しており、
内部統制フレームワークもそのような環境に適応させなければなりません。これには、
内部統制フレームワークの基準化、ベンチマークによる評価、および合理化以上の作
業が必要になります。これはまた、既知のリスクの軽減や、新たなリスクの予測と企業
への通知、価値の提供、重点的な取り組みの促進を行うことが可能な、真にアジャイ
ルなデータドリブン型フレークワークを構築することでもあります。企業は内部統制フ
レームワークの再構築に必要なことに注力すべきです。

ある世界的な消費財企業は 
製造から納入までの内部統制

フレームワークを刷新したいと考えて
いました。当初は社内インフラを介し
た生産、在庫および納入のプロセス
全体を内部統制の対象として検討し
ていたところ、業績データを分析した
結果、第三者が主導するターンキーお
よび非ターンキーの取り決めによるト
ランザクションの重要な処理が明らか
になりました。既存の内部統制フレー
ムワークではビジネスモデルの変更
や第三者のトランザクション処理に関
連する重大なリスクが考慮されていま
せんでしたが、データドリブン型のア
プローチにより、ビジネス活動の実情
と、それに関連するリスクを把握する
ことができました。

21

内部統制の未来  | ランドスケープの再考



監視方法では見えなかった業務上の新
たなインサイトを得ることができます。

ルールと原則のバランス
近代的でデジタル化が進む現在の市
場は絶えず進化しています。企業は迅
速に適応し、この変化に対応する必要
がありますが、それと同時に多数の規
制を遵守する必要もあります。企業は
市場で優勢を保つために、組織全体で
アジリティをもってビジネスを行い、リ
スクと機会のバランスを取らなければ
なりません。このような状況では、企
業はいつまでも同じ内部統制や、過去
のリスクに基づくルールにしばられた
細かい内部統制フレームワークを維持
することは不可能です。これからの内
部統制フレームワークは、リスクアペ
タイトや機会に基づき詳細化された
ルールを土台とし、その上に幅広い原
則を組み合わせて作られる必要があり
ます。

しかし、残念ながら万能なソリューショ
ンはありません。リスク・ランドスケー
プは企業がビジネスを行う際のよりど
ころとなる主な原則や基準の推進要因
となるでしょう。こうした原則や基準に
より、新たなリスクに対応しパフォーマ
ンスを最大化するために第一線に求め
られる、柔軟で広範な適用が可能にな
ります。これらは目的または成果を重
視しており、リスク・ランドスケープを
管理するのに必要な定性的要素に対
応します。

効果的なデータ管理のための包括的
かつ原則に基づいた全社統制は多くの
場合、主要プロセスに組み込まれてい
る特定のルールに基づいた内部統制に
よって補完されます。進化するデジタル
リスクやデータ管理リスクで見られるよ
うな規制の新設・変更があっても規制
遵守を徹底するためには、継続的な監
視が必要です。企業は、こうした特定

「内部統制への
投資を回収しな
ければならない
という 
プレッシャーが
あります」

内部統制の未来  | ランドスケープの再考 

22



のルールに基づく内部統制を継続的に
監視して、データプライバシー規制の
遵守を徹底する必要があります。これ
により、企業は、急速な変化に対応し、
市場で成功するために必要なスピード、
アジリティ、およびダイナミズムを得ら
れるのです。

ある世界的なたばこ企業は
End to endのプロセス全体
で包括的な内部統制フレー

ムワークを開発し、最適化したいと
考えていました。この業務を担当し
たチームは、（通常のトランザクショ
ンや主な逸脱、プロセス全体の活動
を反映しながら）プロセスフレーム
ワークの開発を行うことに加えて、
財務、決算報告、IT、サイバー、倫
理とコンプライアンス、サステナビリ
ティ等の各プロセスに関連するリス
ク領域を特定しました。その後、リ
スク領域を4つの主要なカテゴリー
（財務・決算報告、業務、社内コン
プライアンス、および社外コンプライ
アンス）に分類しました。また、この
フレームワークを担当し、全体的な
リスク・ランドスケープを策定する
ために、各リスク領域を代表する専
門家でチームを編成し、組織にとっ
て何が重要かという総合的な視点
からリスクの優先順位付けを行いま
した。これにより、必要な内部統制
を設計し、リスク管理の取り組みを
最適化することに成功しました。

価値の創造
M&Aによる競争の変化、新参入企業
（ディスラプター）の急増、デジタルイ
ンタラクション、ハイブリッドワーク環
境へのシフトを伴い、ビジネスモデル
はBtoBからBtoCへと急速に変化し
ています。企業は新たな市場や高くな
る期待に適応するにつれ、価値創造モ
デル全体も変化しています。リスクおよ
び内部統制における健全なフレーム
ワークはこうしたビジネスモデルを機
能させるために根幹を成し、価値の創
造に役立ちます。

企業が価値創造モデルを構築し、維持
する際には、リスク・不確実性・機会
の評価と管理が重要です。内部統制フ
レームワークは、イノベーションを強化
し、クライアント志向の考え方を促し、
リスクテイクを可能にし、現在および
将来の株主に対する企業価値を最大

  
ある世界的な通信会社は調
達から支払いまでのプロセ

ス全体を見直し、重要なサブプロセ
スと重要でないサブプロセスを定義
し、「業者マスターデータ」のサブプ
ロセスが「ゼロトレランス」領域の
一つであることを突き止めました。
また、リスクアペタイトを、業者マス
ターデータ管理に関係するリスク
（業者マスターデータの追加、変更、
および妥当性）の重大性（影響度と
発生の可能性）に関連付けました。
重大性に基づき同社は、業者マス
ターデータに行う追加や変更の完
全性と正確性を担保するための、自
動化された予防的統制を設計しま
した。さらに、業者マスターデータ
に妥当性があり、正確性と完全性の
要素が適切に検証されていることを
確保するため、内部統制の監視体
制も整備しました。リスクベースの
アプローチにより、マスターデータ
の重大要素（主要要素、必須要素、
および重大要素）に基づいて精度の
高い内部統制を設計することにも
成功しました。

サステナビリティと安定
内部統制は、堅牢で、安定
性・持続性の高いEnd to 
endのプロセスを構築するこ
とで、収益と採算性の最大化
をサポートします

組織中枢
意志決定やステークホル
ダーへの報告のため、正確
で完全な情報を、取締役会
からすべての防衛線まで、組
織全体に確実に提供します

経済的価値の推進要因
経済的価値の推進要因（資
産効率、営業利益、収益の
成長率）を通じて、ビジネス
パフォーマンスの向上を可能
にします

イノベーションへの誘因
責任あるガバナンスを伴った
イノベーションを促進します

内部統制フレームワークが
価値創造を促す

化するのをサポートするものでなけれ
ばなりません。

内部統制に対する多角的で包括的な
視点
ビジネスと規制における未来のランド
スケープはますます複雑になっており、
企業ではEnd to endのプロセス全体
におけるリスクを管理し、軽減するた
めの一連の包括的な内部統制が必要
になります。リスク領域、不統一の言
語や分類法、さまざまな監視・評価体
制別に切り離された内部統制フレーム
ワークによってサイロ化された視点を
持つことは、非効率で効果が低く、コス
トもかかります。さらに、新しいESGレ
ポーティング要件はさまざまなステー
クホルダーが直面するリスクに対して
より総合的な視点を持つことを求めて
います。

この総合的なアプローチにより、企業
はそれぞれに独立したリスクや内部統
制の評価基準や急増する関連コストを
維持する必要がなくなります。その結
果、株主価値の推進にそのコストを充

てることができます。リスクと内部統制
の管理は、最大リスクをはっきりと見
通すことを可能にしながらリスクと戦
略が明確にリンクする統合機能により、
実現可能です。財務、業務、およびコ
ンプライアンスのリスクに対する一貫
性のある単一のアプローチは、統合さ
れた内部統制フレームワークと一体と
なって、企業が価値を解き放ち、リスク
を積極的に管理および監視するための
助けとなるかもしれません。
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原則

イネーブラー
手
段

2
第一線のオーナー
シップとアカウン
タビリティ
ダイナミックなビジネス環
境において、明確な当事
者意識を持ってリスクを認
識・管理する

共通の意欲的な目標
価値の創造、組織の強化と保護
のために、内部統制を現場に組
み込む

統合された第二線
サイロを減らし、「シングル
バージョン・オブ・トゥルー
ス」を実現できる体系化さ
れたリスクや内部統制アプ
ローチを取る

インセンティブ
内部統制のビジョンに
合致した報酬と評価

文化
堅牢な統制環境をサポート
する前向きな内部統制文化

ケーパビリティ
最適な役割と責任、ケーパ
ビリティ重視

テクノロジーと
データ
内部統制の運用と監視
のためにデジタルプラッ
トフォームを最大限に活
用したデータドリブン型
アプローチ

内部統制の未来に係る運用モデルフレームワーク

次世代の内部統制の 
運用モデルを設計する

図「内部統制の未来に係る運用モデルフレームワーク」は、次世代の内部統制の運用モデルを形成
する主要原則と関連イネーブラーを示した図です。内部統制がどのように価値を提供するのか、そ
れを可能にする要因は何かが7つの側面で表現されています。

内部統制の未来

内部統制の未来  | ランドスケープの再考 
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複雑かつ先行き不透明で変化し続けるリスクとビジネスの環境で繁栄し成功するためには、内部統制の運用モデルの再評
価が必要です。企業は、運用モデルの主要原則、および、考え方を変え、ケーパビリティを構築し、企業が組織のDNAの一
部として内部統制を採用・運用・埋め込みできるようにするためのイネーブラーを再考しなければなりません。

共通の意欲的な目標と、すべてのビジネスユニットおよび3つの防衛線にまたがる統合データへのアクセスにより、内部統
制を組織に効果的かつ確実に組み込むことが可能です。そうすることで障壁が下がり、事業部門が団結することができ、そ
の結果、インサイトを活用して価値を解き放つことができます。第一の防衛線は自身が管理しているリスクと内部統制を明
確に理解し、オーナーシップとアカウンタビリティを持っていることを行動で示す必要があります。

運用モデルの推進力となる3つの主要
原則：

第一線のオーナーシップとア
カウンタビリティ
第一線は、日常のビジネス業

務と、コンプライアンスと内部統制の
組織への組み込みを同時に担います。
何年も前から規制要件が増え続けてい
ることから、組織の喫緊の便益のため、
内部統制の構築と実装支援、時には
運用を行う第二線が生まれました。第
三線は、統制環境の品質や主要なリス
クを軽減する能力を評価する責務を負
う内部監査と外部監査により構成され
ます。

第一線がオーナーシップを持って内部
統制を運用すれば、企業が内部統制
の価値を実現するのは明らかです。特
にリスク・ランドスケープが非常に速
いスピードで変化しているダイナミック
なビジネス環境では、業務を直に経験
している第一線だけが実際のリスクを
理解し、管理することができます。そし
て、企業は新しいリスクを定期的に管
理する必要があります。オーナーシップ
とアカウンタビリティを強化するために、
企業は以下を行う必要があります。

• 第一防衛線のリスクと統制能力
を高め、存在し得る専門知識とス
キルのギャップを埋める

• 業務リスクの管理に関する責任
を第一線に再度任命し、再調整
する

• 第二防衛線との意思疎通の
ギャップを埋める

• アカウンタビリティを定義して、内
部統制の責務、この委譲はどのよ
うに機能するか、および全体的な
アカウンタビリティの所在を明確
にする

• リスクベースのアプローチが実利
的な方法で行われるようにするた
めに重要なリスクに注力する

• フォロワーシップを引き出すため、
ジャーニーの過程でも成功を収
める

共通の意欲的な目標
3つの防衛線すべてを網羅す
る組織全体が、第一線に内部

統制を組み込むという同一のミッショ
ンを共有する必要があります。それに
より、日常ベースで第一線を介して組
織の強化と保護に注力することで価値
の創造を可能にします。このように互
いに協力し合うことで、第一線が、迅
速で正確かつ柔軟に、内部統制を理解
し、オーナーシップを持ち、そして運用
できるようになります。これは、FoC
ジャーニーのビジョン、ミッション、お
よび目標を達成するための一連の活動
に焦点を当てた共通戦略の構築にも
寄与するでしょう。共通の意欲的な目
標を構築するために重要なポイントが
3つあります。

• 統一ビジョンを作るため、すべて
の事業部門が支持する内部統制
ビジョンを決める権限を第一線に
与える

• 統一ビジョンを推進・サポートす
るため、経営幹部からの明確な
トーンを定める

• 「現場の成功」を組織全体のモッ
トーにするため、企業文化を再定
義する

統合された第二線
運用に一貫性や統一性がなく
サイロ化している第二線の部

門は多数あります。これでは組織をリ
スクに晒すだけでなく、内部統制の状
態に関する「シングルバージョン・オブ・
トゥルース」を実現するのも難しくなり
ます。こうした状況により、企業は潜在
的なリスク管理の問題に直面し、その
結果、多額の内部統制コストを負うこ
とになり、従業員の活用が最適化され
ず、事業を失い、利益率が低下する恐
れがあります。グローバル企業は、より
大きな付加価値のためにリスク領域を
統合する可能性を模索し、自社の目的
に向かって組織を動かし、導くために
第二線の規模と権限を構築するように
なっています。これにより、第三の防衛
線とのより協調的な連携が可能になり、
費用効果の高い統合保証モデルの実
装が容易になります。統合された第二
線の主な機能には、

• バリューチェーン全体の総合的な
リスクを特定する

• 現場が取り入れているリスクと内
部統制の言語を、企業全体で統
一する

• リスクの集約、評価、優先順位付
け、監視、および対応に関し、体
系化されたアプローチの推進を
サポートする

• 「シングルバージョン・オブ・トゥ
ルース」を経営陣に提供する
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テクノロジーとデータ
自動化やAIを活用したテクノ
ロジー対応のアプローチを採

用することにより、企業は監視から予
測へと進化し、新たなリスクによる影
響が生じる前にリスクを特定すること
ができます。

また、データを活用することで、リスク
の見通しや、最終的には内部統制のラ
ンドスケープの見通しを裏付けること
が可能です。別のソースから集積デー
タを取得し、それを機械可読形式に変
換することで、新たなリスクを素早く特
定し、迅速に対応することができるの
です。データを基に統制環境を設計・
管理することは、次世代の運用モデル
を成功へ導くカギになります。予防的
かつ積極的な文化の醸成に役立つだ
けでなく、企業は本当に重要な業務に
専念できるようになります。テクノロ
ジーエコシステムは、自動化の最大化
とFoCビジョンの実現に寄与するイ
ネーブラーにおけるもう一つの主要側
面ですが、これについては後ほど詳し
く説明します。

「アナリティクスと自動化の出現が私た
ちの仕事を奪うという認識を変えなけれ
ばなりません。�人間の代替�としての自
動化から、人間と�共にある� 自動化と
いうアプローチに考えを改める必要があ
ります」

などがあります。

また、運用モデルのイネーブラーは以
下の通りです。

ケーパビリティ
企業は、リスクを管理し、機会
を積極的に受け入れるために

必要なケーパビリティの全体像を把握
する必要があります。そのためには、
FoCビジョンを実現するための適切な
スキルの組み合わせや、3つの防衛線
にわたるチームの特質の再検討が必
要です。これは、オンショアおよびオフ
ショアのコントロールセンター、第三者
およびそのプラットフォームとの連携、
およびデジタル化を通じて、費用効果
の高い方法で実現することが可能です。

文化
企業はオーナーシップおよび
アカウンタビリティを促すため、

担当する組織に権限を与える必要があ
ります。リスクと軽減戦略の理解を促
すオープンな文化、価値創造者として
内部統制のビジョンを描くことを後押
しする前向きな文化、そして社内外の
顧客ニーズに焦点を当てた継続的な
改善の文化が必要です。

インセンティブ
内部統制のオーナーシップや
運用をさらに促すために、第

一線の前向きな行動を評価し、意欲を
引き出す必要があります。インセンティ
ブには良い評価と悪い評価の適切なバ
ランスが重要です。目標未達成を理由
にインセンティブを取り消すと、認識さ
れた例外の隠蔽を促してしまう恐れが
あります。完全なデータセットをデジタ
ル化して監視することにより、企業は
例外に対する透明性をこれまで以上に
高めることができます。多くの企業が
行っているように懲罰的な結果に焦点
を合わせるのではなく、データで裏付
け、そこから学び、新たなインサイトを
原動力に変えて、企業がより良く、より
スマートに、より迅速にビジネスを行う
ための新しい機会とインセンティブが
存在します。報酬や評価に重要性や影
響力を持たせるためには明確な定義
が不可欠で、目指す成果に合わせて設
定しなくてはなりません。大手企業で
は、組織のDNAに内部統制パフォー
マンス管理を組み込み、内部統制を
KPIに紐づけ、内部統制面の優先事項
を全レベルのすべての従業員を対象と
した特定の基準に含める傾向がありま
す。

ある世界的な飲料会社は、
上級管理職の従業員に対す

る年次ボーナスの重要な評価基準
の一つとして内部統制のパフォーマ
ンスを採用しました。 内部統制を
しっかりと受け入れるよう上級管理
職に促し、また曖昧さを避けるため
に、明確で測定可能な基準が設定
されました。 この結果、前向きな内
部統制文化が会社全体に推進され、
また内部統制の重要性が高まりまし
た。
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「統制環境は非常に複雑です。内部統
制の価値を高め、コストを最小限に抑
えるためには、内部統制ランドスケー
プを簡略化して相互に同期・調和さ
せる必要があります。 企業にとってコ
ストが避けられない分野では、内部統
制の費用を節減したり、過剰に費やし
たりする余裕はありません。妥協点を
見つけるために適切な分析を行う必
要があります」

ある世界的な通信会社では、第二線
のリスク機能が複数あり、重複作業
が多く非効率なリスク管理プロセス

を運用していました。 同社は、一つの統合
統制フレームワーク内に複数の新しい部門
が集結する新しい運用モデルを構築し、ほぼ
すべての作業を自動化したことで業務効率
の促進を実現しました。 そして、高度なスキ
ルを持つ人材は価値創造をサポートするた
めの部署に再配置しました。新しい運用モデ
ルでは、効果的で連携の取れた第二の防衛
線を築くことを目的に、事業の連携に注力す
る「2A」と、保証とレポーティングに注力する
「2B」が遂行する業務の役割と責任の明確
な境界線を明確化しました。 これにより、同
社は、アプローチとタクソノミーの標準化、
重複作業の回避、統制監視のコスト削減、統
制環境に関する「シングルバージョン・オブ・
トゥルース」、プロセス全体にわたる協調型
統制修復プログラムの推進の実現に成功し
ました。

27

内部統制の未来  | ランドスケープの再考



テクノロジー開発の機会をつかむには、
運用や監視を含む統制環境のサポート
におけるテクノロジーの活用方法を抜
本的に変えていかなければなりません。
企業は、ビジョン、理想像、および直面
している課題に基づいて優先事項を決
める必要があります。そうすることで、
どういったテクノロジーソリューション
機能が最も有益であるかを特定する際
に役立つ情報を得ることができます。

大手のグローバル企業は、リスクと内
部統制のランドスケープ全体において、
市場で最先端のリスクケーパビリティ、
テクノロジーソリューション、および提
携を展開しています。 こうした企業は、
テクノロジーエコシステムを自社の内
部統制要件に合わせて調整し、内部統
制の継続的な改善や効率、実行可能
なインサイトが真の付加価値を実現で
きる分野におけるギャップを埋めてい
ます。

内部統制のテクノロジーエコシステム
エコシステムは、さまざまなテクノロ

ジー（スポーク）を一つの中央拠点（ハ
ブ）に統合したハブ＆スポークモデル
であり、企業が資産中心でありながら
機敏でパフォーマンス主導型であるこ
とを可能にします。

目標を実現するために、企業は補完的
な機能と特性を備えたさまざまなテク
ノロジーを採用しなければなりません。
目的に合ったデジタルアセットを構築
するため組織全体で最も優れた考え方
を一つにまとめ、インテリジェントなリ
スク管理を可能にする調和のとれたエ
コシステムを形成し、組織全体の内部
統制の有効性に関する質の高いインサ
イトを提供することができます。

各テクノロジー（スポーク）にはさまざ
まなユースケースがあります。 ユース
ケースはそれぞれ、企業が生産性と正
確性を高め、コンプライアンス違反を
減らし、財務や規制、業務上のリスク
（または、リスクが懸念される領域）を
よりよく理解するための新しい方法を
提示します。 ハブは、ガバナンス、リ

手
段

3

内部統制のテクノロジー 
エコシステムを構築する
リモートワークへの移行による最も重要な成果の一つは、デジタル化の加速と言ってい
いでしょう。 テクノロジーの使用により、日常業務の構築・運用・管理を行う従来の、そ
して革新的なデジタルプラットフォームの進化が加速しました。企業は、このデジタルトラ
ンスフォーメーションを活用し、内部統制の運用と監視を最大限に自動化していく必要が
あります。自動化によって、コスト削減、効率化の推進、およびリスクと機会の効果的な
管理に関する内部統制機能への圧力を部分的に軽減することができます。また、FoC
ジャーニーを成功させるための3つの主要因である自信、インテリジェンス、パフォーマ
ンスを築くことも可能です。

あるグローバル企業は 照合
作業に膨大な時間を費やし、

照合プロセスのパフォーマンスを
評価する能力に限界がありました。 
しかし、AIと機械学習（ML）を実
装したことで、照合プロセス中に
主要内部統制をすべて検証し、修
正や遅延が発生しそうな科目の照
合作業を予測することが可能にな
りました。 これにより、照合作業
における不統一、仕事量が他の人
より多い人の特定、および遅延や
エラーが発生している人へのサ
ポートに関するインサイトを得るこ
とに成功しました。

スク、コンプライアンス（GRC）プラッ
トフォーム等の各テクノロジーを統合
するための拠点として機能します。
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自動化された内部統制QA 統合コンプライアンスフレームワーク

リスクアペタイトを決定づける 
リスクセンシング

統合GRC

リアルタイムの 
インテリジェント・ 
インサイト

継続的な統制監視

内部統制の自動化

効率的でリアルタイムの保証作業
• ロボティック・プロセス・オートメーションやAIによる保証作業
• 例外管理
• 新たなリスクの予測監視と特定

内
部
統
制
の
対
象

内
部
統
制
の
方
法

保
証
方
法

継
続
的
な
改
善

文化
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内部統制の対象

リスクセンシング
内部データと外部データの融合により、文脈を踏まえてビジネ
スの方向性を考察することができます。これは、業務に被害を
与えうる外部事象を特定し、間近な規制の改定と組織への影
響を積極的に特定するのに役立ちます。また、時間に制約の
ある開発や第三者（サプライヤー、業務委託したサービス業者）
に関するアラートを発することもできます。最終的には、それ
によってフィードバックループが生まれ、行動がリスク管理フ
レームワークに統合されます。

自動統制品質保証
自然言語処理（NLP）はAIを使用して行い、内部統制文書の
品質と完全性を自動的に評価します。NLPはまた、目に見え
ない内部統制のギャップとリスク（新たなリスクやダイナミック
なリスク・ランドスケープに基づくギャップを含む）を自動的
に特定し、綿密な内部統制調査の対象領域を認識し、内部統
制の設計に関するリアルタイムなフィードバックを提供します。

ガバナンス、リスク、コンプライアンス（GRC）
GRCは、社内外のコンプライアンス要件を誠実に遵守するた
めにすべての領域にわたるリスクと内部統制を管理すること
により、3つの防衛線をサポートします。GRCアプリケーション
は、コンプライアンスとリスクにおけるリアルタイムな現状を示
し、意思決定を改善し、組織全体およびベンダーとのパフォー
マンスを向上させます。

統合コンプライアンスフレームワーク
統合コンプライアンスフレームワークをGRC内に組み入れ、
規制リスクや標準的なビジネスリスクに合わせて継続的に更
新される内部統制データベースを提供します。

内部統制の自動化
内部統制の自動化は、ソリューションとツールのシステムを活
用することで複数のタスクを実行することが可能になり、内部
統制の運用と監視において人間の介入の必要性を減らしま
す。 自動化は次の点で最大化されます。

• 内部統制の構成―ビルトインシステム構成を利用し、ビ
ジネストランザクションを検証する

• ワークフロー―権限マトリックスに合わせて設計された、
自動レビューと承認フロー

• システムレポート―簡便性が高く、意義のある、リスク
ベースレポートと見える化でレビューと検証が可能になり、
特に外れ値やトレンドの把握が可能になる

• 内部統制のエビデンス―内部統制の運用とエビデンス保
持のためのスマートな手段

• 非標準の開発―RPA、AI、ML等の統制を運用・管理す
る特定の特注システムの開発

リアルタイムなインテリジェント・インサイト
標準プロセスやリスクシグナル、機械学習で得られた過去のリ
スクパターンの変化等から例外を特定するための、データ収
集、解釈、操作といった作業を含む高度な分析によって実現す
るインサイトです。ビジュアルAIは、ビデオアナリティクスを使
用して画像を構造化データに変換し、組織全体にわたる業務
プロセスや内部統制を分析、可視化、再構築、および精緻化
します。これは自動化されたプロセスマイニング、プロセスの
合理化、内部統制パフォーマンス分析、およびロボティクスの
発見に活用されるもので、企業はこれらの手法で、チャネルス
タッフィング詐欺、数百万ドル規模のサプライヤーへの過払い、
およびこれまで知られていなかった職務分掌違反に関連する
一般的な窃盗罪を特定します。また、グローバルな会計部門
全体での仕事量の最適化も可能です。

継続的な統制監視
インテリジェント・テクノロジーが社内外の潜在的な内部統制
の問題を特定します。継続的な統制監視（CCM）のアプリケー
ションは、ポリシー、ビジネスルール、およびビルトインアプリ
ケーション・内部統制（例：継続的なアクセス監視、設定可
能な統制監視、IT統制監視）に対する例外を特定することに
より、内部統制を確立・監視します。

CCMはまた、エンタープライズ・リソース・プランニング（ERP）
や財務アプリケーションからデータを抽出し、事前定義された
一連の分析ビジネスルールを適用して内部統制の例外を特定
することにより、プロセスの監視にも役立ちます。（例：継続
的なマスターデータの監視や継続的なトランザクションの監
視） 

内部統制の方法
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第三者とのトランザクションの円滑化を目
的 にブロックチェーンを使用する企業が

増えています。リアルタイムな統制監視手法を開
発するのに、ブロックチェーンをアクセラレーター
として他のテクノロジー（自動化やAI等）と組み
合わせて使用することができます。例えば、人が
チェックすることなく、第三者間のトランザクショ
ンを自動照合することができます。ただし、トラン
ザクションと統制環境を社外に移行する必要があ
るため、これには新たなセキュリティリスクが伴
います。ブロックチェーンを快適に利用するため
には強固な総合 IT統制フレームワークが不可欠
です。

効率的でリアルタイムの保証とは、問題が発生したときに、そ
の瞬間にカスタマイズされたペルソナベースのインテリジェン
ト・インサイトを使用して、ほぼリアルタイムで行動することで
す。 例えば、CCM例外管理は、内部統制の継続的な監視か
ら生じる問題の効果的なワークフローおよび管理であり、問題
が発生したときに第一の防衛線に戻すことで、組織がより戦略
的な問題やプロセスの改善に注力できるようにします。 これ
は、深刻な問題が発生して（例えば、規制に関する多額な罰
金や、操業継続への影響により）ビジネスに重大な損害を与
える前に、リスクを特定して対応するのに役立ちます。新たな
リスクには、統合されたGRC、継続的な内部統制の監視、お
よびリアルタイムなインテリジェント・インサイトからの情報を
効果的に利用して、第三の防衛線で最大リスクが存在する領
域を調査することが含まれます。その後、企業は、共通のテー
マが発生している分野の改善を進めるために、第二線に適切
に注力させることができます。

「内部統制の自動化により
企業は規制上のコンプラ
イアンス違反に常時人が
対応する必要がなくなるで
しょう。企業にはそうした
対応を人が継続的に行う
余裕はありません」

文化
最先端のテクノロジーは、内部統制の問題を迅速に特
定し、より速く修復することで、行動の変化を促します。
また、内部統制の学習を効果的かつ効率的にし、リス
クがパフォーマンスを強化する文化を促進することで、
前向きな内部統制文化を推進します。例えば、ユーザー
の業務内容に応じて簡単な課題を出します。ゲーム型
学習では、ユーザーは問題に答えてポイントを獲得す
るという簡単な学習を行い、答えがわからない場合は、
短時間の学習を指示されます。こうすることで学習の完
了率を改善するシステムです。内部統制のトレーニング
プログラムでは、ユーザーはオーダーメイドのオンデマ
ンド型オンライン教室トレーニングに参加します。プロ
グラムには、具体的なビジネス問題に基づいた高度な
シミュレーションや、デジタルファシリテーターが案内
役を務める「統制ゲーム」、今注目されている問題に対
処するために開発されたさまざまなオンラインコース
等があります。

保証方法

31

内部統制の未来  | ランドスケープの再考



内部統制の 
未来への一般
的なジャーニー
内部統制の未来へのジャーニーは企業によって千差万別で、それぞれの
統制環境の成熟度、企業にかかるコンプライアンスの規制圧力レベル、お
よび企業が対応しなければならない具体的な業界トレンドによって異なり
ます。 ただし、成熟度や変革のレベルに関係なく、前述のビジョン、ミッショ
ン、目標、および主要な手段が、企業がFoCジャーニーの成功に向けた6
つのステップのロードマップを策定する際に役立つことには変わりありま
せん。

内部統制の未来  | 一般的なジャーニー 
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内部統制フレームワークを再設計・刷新する
• バリューチェーン全体における業務、コンプライ
アンス、決算報告上の主要リスクを対象とした
統合型の内部統制フレームワークを設計する

• リスクアペタイトを十分に考慮したリスクベー
スのフレームワークを開発する

• ビジネスパフォーマンスとリンクするリスクと機
会を統合する

最大限に内部統制を自動化する
• ERPシステムを使い、コンフィギュレーションを
ベースとした内部統制の自動化を最大化する

• ERP以外のテクノロジーや外部のシステムから
収集したデータを活用して、内部統制テクノロ
ジーのエコシステムを構築し、デジタルトランス
フォーメーションのメリットを最大化する 

• 「事後から予知」型の予防的統制を自動化する
ジャーニーに注力する

• ビジネスパフォーマンスとリンクするリスクと機
会を統合する

内部統制の運用モデルを再設計する
• 第一線の明確なオーナーシップとアカウンタビリ
ティを確立する

• 第二線と統合し、リスク領域全体に整合性を取り、
価値を創造する

• データ、ケーパビリティ、文化、インセンティブを
土台にした共通の意欲目標を維持する

• リスクに合わせた第二と第三の防衛線により、統
合された保証を推進する

ビジネスケースを設定する
• 内部統制の未来に係るビジョンと理想像を決定する
• 定性的・定量的価値と取り組みを明確にした、FoC
ビジネスケースを決定する

• 成功要因、KPI、ガバナンスの仕組みを決定する

スタート

内部統制の未来  | 一般的なジャーニー 
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前向きな内部統制文化と共に、 
第一線に権限を与える
• 共通意識を持つことで前向きな文化を
醸成する

• 継続的なサポートを第一線に提供する
• しっかりとした成果管理と共に、適切な
インセンティブを導入する

スマートな統制監視、レポーティング、 
修復プログラムを構築する
• 自動化された継続的な統制監視のフ
レームワークを作る

• ダッシュボード機能を備えたスマートレ
ポートに基づいた明確な統制健全指標
を文書化する

• 全体的な統制監視に、目的に合った包括
的GRCプラットフォームを利用する

すべきこと
• 組織全体と3つの防衛線で協働し、FoCビジョンと戦略を決める
• 変革のジャーニーについて、および変革のジャーニー全体を通して、意
欲的でありながら達成可能な目標を策定する

• 統制環境をサポートするために強化・改造できる既存のテクノロジーを
見直す

• 変革の進捗状況を継続的に見直し、アプローチの調整が必要かどうかを
評価する

すべきではないこと
• 内部統制のジャーニーのために、一つの防衛線にアカウンタビリティを
持たせる

• 問題が発生してから変更する
• 歩けるようになる前に走ろうとする（開始前に運用モデルのビジョンと目
標を決める）

• 達成可能と考えていることが非現実的である（必要な場合、変革のジャー
ニーを短距離レースに細分化する）

35

内部統制の未来  | 一般的なジャーニー



私たちは今、技術革命や、感染症のパンデミック、M&A、プライベート・エクイティから資本を得てい
るディスラプター等が同時発生している、未曾有の先行き不透明な時代にいます。企業は受け身の姿
勢で正解を探してはいられません。今こそ行動を起こす必要があり、さもなければ顧客向けのイノベー
ションと統制プログラムの間にあるスピードの格差が拡大し、時代に取り残された取り組みが成長や
利益を阻害し、彼らの成長見通しの実現を妨げることになるでしょう。

大胆で前向きなビジョンの策定に関するインサイトを読んで理解することにより、生産的なルートを築
き、輝かしい内部統制の未来に向かうジャーニーを辿ることができます。すべては今踏み出した第一歩
から始まります。気づかずとも、しっかりと正しい道を歩んでいることでしょう。そして内部統制の未来は、
あなたが想像するよりも早く、今日の内部統制として実現するでしょう。

主要テーマやトレンドの詳細や、貴社の内部統制の未来に向けた取り組みを支援するデロイトのサー
ビスに関する詳しい情報をお知りになりたい方は、以下の著者にご連絡ください。
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